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2020年度 第２四半期決算は、主にP&S事業、P&H事業が好調に推移し、前回公表時の想定を上回り、
対前年で⼤幅な増益となりました。

【2020年度第２四半期実績】
・P&S事業

通信・プリンティング機器は、各国の経済活動再開による需要の緩やかな回復、
在宅勤務向け製品への需要の継続に加え、⼀部チャネルでの消耗品買い増しなどの⼀時要因もあり、⼤幅増益

・P&H事業
家庭⽤ミシンでの⼿作り需要が喚起され、普及機を中⼼に販売増加し、⼤幅な増収増益

・マシナリー事業（⼯業⽤ミシン）
ガーメントプリンターは需要拡⼤も、⼯業⽤ミシンの需要は低迷が継続

・マシナリー事業（産業機器）
IT向けはスポット案件効果、⾃動⾞・⼀般向けの需要は中国が回復基調

・N&C事業
カラオケ店舗の時間短縮営業、業務⽤カラオケ機器の需要の落ち込みなどにより、⾚字が続く

・ドミノ事業
需要の緩やかな回復に伴い、C&M機器製品本体、DPの消耗品が堅調に推移

【2020年度の通期業績予想】

年間を通じた販管費の減少、主に第２四半期における想定を上回る業績の好調さ、下期の前提の⾒直しにより、
通期連結業績予想を上⽅修正いたします。特に、P&S事業、P&H事業については、⾒通しを⼤きく引き上げています。
・P&S事業
主に第２四半期における業績の好調さ、下期における在宅勤務向け需要の継続によるSOHO製品本体の堅調な推移、
および消耗品需要の緩やかな回復を⾒込み、上⽅修正
・P&H事業
家庭⽤ミシンのコロナ特需による普及機を中⼼とした販売の好調さが継続し、上⽅修正
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2020年度 第２四半期は、当初の想定を⼤幅に上回り、増益の決算となりました。

売上収益は、前年⽐ 24 億円減収となる １,569億円 となりました。

利益⾯は、
事業セグメント利益は、 48億円増の 234億円
営業利益は、 48億円増の 233億円
親会社四半期利益は、 37億円増の 181億円 と⼤幅な増益となりました。

利益率も約15％と⾼い⽔準となりました。
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事業セグメントごとの業績⼀覧です。
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20年度 第２四半期の売上収益の増減要因です。
ご覧のとおりP&Hが⼤きくプラス、ネットワークが⼤きくマイナスとなっているのがポイントです。

・P&S
SOHO向け製品の好調な推移が継続したこと、消耗品需要の緩やかな回復に加え、
⼀部のチャネルでの在庫確保のための買い込みなどの⼀時要因もあり、増収となりました。

・P&H
家庭⽤ミシンでの⼿作り需要が喚起され、普及機を中⼼に好調に推移し、⼤幅増収となりました。

・マシナリー
⼯業⽤ミシンの需要の弱さは継続も、産業機器においてのIT向けスポット案件の効果や
⾃動⾞・⼀般機械向けの中国需要の回復により増収となりました。

・N&C
店舗の時間短縮営業による影響、業務⽤カラオケの需要減により、⼤幅減収となりました。

・ドミノ
C&M製品本体、消耗品（C&M、DP）が堅調に推移し、増収となりました。

為替のマイナス影響が全社で11億円あるものの、
全体としては24億円 減収の１,569億円、ほぼ前年並みの⽔準となりました。



6

事業セグメント利益の増減要因です。主な要素についてコメントします。

・売上増減
N&Cの⼤幅減収を、好調なP&Hが補う形で、マイナス幅を縮⼩しています。

・価格変動
主にP&S事業によるものです。供給制約のため、プロモーション等が実施できなかったことや
需要が強い中で、⾼価格帯の機種も販売が堅調であったことから、結果として平均単価があがりました。

・為替影響
ほぼP&S事業によるものです。Q2では主にユーロ⾼による影響が利益にポジティブに効きました。

・販管費増減
全ての事業において販管費は減少しました。N&C事業では積極的に経費削減をすすめたことに加え、
P&S事業では、各国の経済活動は段階的に再開も、コロナ前ほどの販管費の⽔準にはいたりませんでした。

これらにより、2020年度 第２四半期の事業セグメント利益は、前期⽐プラス48億の234億となりました。
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第２四半期決算は好調に推移したものの、新型コロナウイルス感染症拡⼤による第１四半期の落ち込みを補いきれず、
2020年度 第２四半期累計期間は、減収減益の決算となりました。

売上収益は、前年⽐ 284 億円減収となる 2,901億円 となりました。

利益⾯は、
事業セグメント利益は、 42億円減の 320億円
営業利益は、 40億円減の 325億円
親会社四半期利益は、 26億円減の 247億円 と減益となりました。
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事業セグメントごとの業績⼀覧です。
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2020年度 上期の増減要因です。

・P&S
SOHO向け製品は好調に推移し、消耗品需要も緩やかな回復基調も、オフィスでのプリントボリュームの減少、
インク製品・消耗品の供給遅延による影響を補いきれずに減収

・P&H
家庭⽤ミシンでの⼿作り需要が喚起され、普及機を中⼼に好調に推移し、⼤幅な増収

・マシナリー
産業機器はQ2でのITスポット案件や安定向けの中国需要回復がみられるものの、Q1での需要の落ち込み、
⼯業⽤ミシン需要の弱さを補いきれず減収

・N&C
店舗の休業や時間短縮営業、業務⽤カラオケの需要減により⼤幅減収

・ドミノ
各国ロックダウンの影響によるQ1での製品本体の需要の減速が影響し、減収

加えて、為替のマイナス影響が全社で64億円あり、全体で284億円 減収の 2,901億円となりました。
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事業セグメント利益の増減要因です。

ご覧の通り、P&S事業、N&C事業ともに販管費の抑制効果はあったものの、それぞれの⼤幅な減収による影響を
補いきれず、減益となりました。

これらの結果、
2020年度 上期の事業セグメント利益は、前年⽐マイナス42億円の320億円となりました。
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通期の業績予想は、
年間を通じた販管費の減少に加え、第２四半期での主にP&S事業、P&H事業における想定を上回る業績の
好調さに加え、下期の売上、利益も前回予想を上回る⾒通しとなったことから、８⽉に公表した通期の連結業績
予想を修正します。

2020年度通期の売上収益は、前回予想⽐ 400 億円増収となる 6,000億円

利益は、
事業セグメント利益は、240億円増の 550億円
営業利益は、 225億円増の 535億円
親会社当期利益は、 150億円増の 400億円

年間を通じて前年⽐では減収減益となることを⾒込んでおりますが、
前回予想との⽐較では、⼤幅な上⽅修正となります。
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前回予想からの、20年度年間の売上収益の 前回予想からの修正要因です。

・P&S
主にQ2での想定以上の業績の堅調さに加え、年間を通じての在宅勤務向け需要の堅調な推移、
消耗品需要の緩やかな回復を⾒込み、上⽅修正

・P&H
在宅時間が増えたことによる⼿作りへの需要が増加し、普及機を中⼼とした販売の好調さを受け、上⽅修正

・マシナリー
⼯業⽤ミシンの需要の回復には時間がかかる⾒込みも、産業機器の⾃動⾞・⼀般向けへの中国需要の回復
基調などにより上⽅修正

・N&C
前回予想から変更なし

・ドミノ
顧客の設備投資需要の緩やかな回復を⾒込み、上⽅修正

加えて、為替のポジティブ影響が全社で42億円あり、全体で400億円増収の６,000億円を⾒込んでいます。
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事業セグメント利益の増減要因です。

ご覧の通り、P&S事業、P&H事業の⾒通しの引き上げに伴い、事業セグメント利益を上⽅修正します。

これらの結果、2020年度 通期の事業セグメント利益は、
前回予想から 240億円増益の550億円を⾒込んでいます。
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財政状態については、特に⼤きな変化はありません。
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・設備投資
前回予想からの変化はありません。
20年度は、P&S事業で新製品投⼊のために予定されている⾦型投資や、2020年10⽉にオープンした
愛知県刈⾕市（刈⾕⼯場）の産業機器のショールームの建設費⽤等で、設備投資の⽔準はあがる⾒込み
ですが、今後の成⻑に向けた必要な投資であると認識しております。

・開発費
前回予想からの変化はありません。将来に向けた必要な投資は減らすことなく、すすめていきます。
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通期連結業績予想の⾒直しに基づき、

当年度の第２四半期末配当を、前回予想17円から１株当たり27円へ
期末配当予想につきましても、前回予想17円から１株当たり27円といたします。

これにより、2021年３⽉期の１株当たり年間配当⾦は、
前回予想34円から54円となり、連結配当性向は35％となる⾒込みです。
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P&S事業の第２四半期の売上収益は950億円。ほぼ前年並みとなりました。

・ 通信・プリンティング機器
売上収益は833億円。ほぼ前年並みとなりました。

レーザー複合機・プリンター︓
在宅勤務や在宅学習の機会が増加したことにより、SOHO向けの製品への需要が第２四半期においても堅調に続いたこと、
SMB向け製品は、⼀部のSOHO向け製品の在庫不⾜を補完して、想定を若⼲上回りました。
消耗品については、欧州の⼀部チャネルでの在庫確保のための消耗品の買い増し等の⼀時要因などもあり、想定を上回って
推移しました。

インクジェット複合機︓
在宅勤務や在宅学習の機会の増加により需要は拡⼤しましたが、インクジェット製品の供給遅延の影響が続き、販売数量は
⼤幅に減少しました。なお、インク消耗品は空輸対応の継続により、供給遅延は回復しつつあります。

・ 電⼦⽂具
売上収益は117億円で、ほぼ前年並みとなりました。⽇本はラベリング、ソリューションともに好調に推移しました。
その他の地域においても、各国のオフィス閉鎖などにより、第１四半期で落ち込んだ需要は第２四半期で徐々に回復しつつ
あります。

事業セグメント利益は、189億円。対前年でプラス27.9％の増益となりました。
販管費の減少、およびSOHO向け製品本体の需要が第２四半期でも継続したことに加え、⼀時要因があるものの
想定を上回る消耗品の堅調さなどによるものです。

通期⾒通し︓
在宅勤務などへの新しい働き⽅が定着し、プリンター・複合機の製品本体の需要の強さは、年間を通じて堅調に推移し、
消耗品についても需要のゆるやかな回復を⾒込んでいます。ラベリング・ソリューション分野についても同様に、需要のゆるやかな
回復を⾒込んでおり、事業全体で、前回予想から上⽅修正いたします。
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主要製品の売上伸び率・構成⽐です。

レーザー（LBP）の売上伸び率（現地通貨ベース）は、本体がプラス22%、消耗品はプラス２％となりました。
⼀⽅で、インクジェット（IJP）の売上伸び率（現地通貨ベース）は、供給遅延の影響により、本体がマイナス48％、
消耗品はマイナス１％となりました。

・消耗品⽐率︓
欧州での⼀部チャネルにおける在庫確保のための消耗品の買い増しなどの⼀時要因もありますが、
消耗品の需要が緩やかに回復したこともあり、消耗品の⽐率は第１四半期に⽐較して、若⼲あがりました。

・販売台数︓
LBPでは、SOHO向け製品の販売が好調に推移し、プラス10％。
IJPでは需要は強いのですが、供給遅延による影響が継続し、マイナス57％となりました。

通期⾒通し︓
レーザー（LBP）の製品本体では、SOHO向けは在宅勤務、在宅学習向けの製品本体への需要が続く⾒通しです。
SMBむけ製品についても、緩やかな回復が⾒込まれます。
消耗品については、年間を通じ、需要は回復基調であるものの、オフィスでのプリントボリュームの減少により、
SOHO・SMBともにコロナ前の⽔準までにはもどらないと⾒ています。

インクジェット（IJP）については、インク消耗品の供給不⾜は解消しつつあるものの、製品本体については供給遅延の影響が
継続し、年間を通じて売上は低い⽔準で推移するものと想定しております。
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P&S事業の実績、業績⾒通しについては、こちらのスライドのとおりです。
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P&S事業の実績、業績⾒通しについては、こちらのスライドのとおりです。
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P&H事業の第２四半期の売上収益は144億円、
現地通貨ベースの伸び率では、プラス32.7％の⼤幅な増収となりました。

家庭⽤ミシンは、コロナ影響を受けた各国でのロックダウンや、在宅勤務の機会の拡⼤により、
⾃宅で過ごす時間が増えたことで、⼿作り需要が喚起され、普及機を中⼼にすべての地域において販売は好調に推移しました。

事業セグメント利益については、売上増による効果に加え、販管費の減少により、
前年同期の8億円に対して、19億円増の27億円となり、⼤幅な増益となりました。

通期については、家庭⽤ミシンへの需要が引き続き好調に推移すると⾒込み、前回予想から上⽅修正し、対前年で、増収増益
となる⾒通しです。
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家庭⽤ミシンの販売台数は普及機を中⼼に伸⻑し、対前年で3割増しとなる⾒込みです。

コロナ影響で、取引先を招待してのイベント等は⾃粛することとなりましたが、オンラインイベントの開催や、Web上にバーチャル
ショールームを開設するなど、新しい形での営業活動にも積極的に取り組んでいます。



25

マシナリー事業は、第2四半期では売上、利益とも堅調に推移しました。
第２四半期の売上収益は、マシナリー事業全体で189億円。ほぼ前年並みとなりました。
売上収益の内訳は、
⼯業⽤ミシンが64億円、産業機器が89億円、⼯業⽤部品が36億円となりました。

・⼯業⽤ミシン
⼯業⽤ミシンセグメントでは、ガーメントプリンターおよび⼯業⽤ミシンの２つの製品カテゴリーを扱っています。
ガーメントプリンターについては、ECサイトを利⽤するお客様からの引き合いが強く、需要拡⼤が続いたものの、
⼯業⽤ミシンについては、需要の落ち込みに加え、感染拡⼤の影響により、アジア市場での営業活動に制限が続いていること
などにより、事業全体で減収となりました。

・産業機器
IT向けでは、在宅勤務の増加を受けたノートPCなどのスポット案件の効果、⾃動⾞・⼀般機械関連向けでは
主に中国の需要回復などにより、増収となりました。

・⼯業⽤部品
国内向けは製造業全般の製造活動鈍化や設備投資抑制の動きが⾼まったこと、
海外向けは主にアジア向けの需要が低迷したことにより、減収となりました。

利益は、産業機器の増収による効果に加え、販管費の削減に努めたことにより、
事業全体で、事業セグメント利益が8億円、営業利益が9億円と増益となりました。

通期については、
⼯業⽤ミシン事業の回復には時間がかかる⾒込みであるものの、産業機器では、IT向けの受注の獲得、
⾃動⾞・⼀般向けでは中国の好調さが継続することを⾒込み、事業全体として前回予想から上⽅修正します。
営業利益に関しては、⼯業⽤ミシンの⽣産体制の⾒直しにともなう⼀時費⽤があり、下⽅修正します。
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主に⼯作機械を製造している刈⾕⼯場（愛知県刈⾕市）敷地内に、新たに⼯作機械のショールーム
「ブラザーテクノロジーセンター」がオープンしました。

これにより、ブラザーの⼯作機械の全ラインアップを展⽰することが可能となり、加⼯や⾃動化などの技術提案なども⾏える
ようになりました。ブラザーの⼯作機械のソリューションのご説明や、トレーニング等にも利⽤ができる⼤規模なセミナールームも
併設しております。

新ショールーム 「ブラザーテクノロジーセンター」は、お客様との交流の場として重要な施設と考えています。
今後もより多くのお客様にブラザーの⼯作機械の良さを知っていただき、産業機器事業のビジネス拡⼤を⽬指してまいり
ます。
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ネットワーク・アンド・コンテンツ事業は、カラオケをとりまく環境の⼤きな変化により、厳しい経営環境が続いています。

第２四半期の売上収益は、88億円、対前年でマイナス36.3%の⼤幅な減収となりました。

利益については、
販管費の削減を積極的に進めたものの、新型コロナウイルス感染症の第２波拡⼤による店舗の時間短縮営業、
及びカラオケ機器販売の落ち込みによる売上の減収による影響を補いきれず、事業セグメント損失 マイナス4億円となりました。
営業利益については、雇⽤調整助成⾦（新型コロナ特例）もあり、⾚字を回避しました。

次ページにて詳細をご説明します。
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N&C事業の実績、通期⾒通しについて、カラオケ事業と、店舗事業とに分けてご説明します。

・Q1実績

業務⽤カラオケ事業は、前年⽐約4割の減収となりました。営業⾃粛により休業されているお客様への情報提供料の
減免措置の 適⽤、カラオケ需要低迷による機器販売、レンタル、情報提供料の収⼊も低迷し⼤幅減収となりました。

店舗事業は、前年⽐約8割の減収となりました。緊急事態宣⾔による休業要請に応じ、4⽉、5⽉の直営店舗を
ほぼ完全休業したことにより⼤幅減収となりました。5⽉末より、感染症防⽌対策を講じた上で、段階的に店舗営業を
再開しました。

・Q2実績

業務⽤カラオケ事業は、前年⽐約3割弱の減収となりました。
Q2での減収幅は改善しているものの、カラオケ需要の低迷により、⼤幅減収となりました。

店舗事業は、前年⽐約5割強の減収となりました。感染予防を徹底した店舗運営に取り組んでおりますが、新型コロナ
ウイルス感染症の再拡⼤を受け、⾃治体の要請等での利⽤の制限、営業時間の短縮などもあり、⼤幅減収となりました。

通期⾒通し
前回予想からは、通期の⾒通しは、ほぼ変更しておりません。

業務⽤カラオケ事業は、前年⽐で約3割の減収⾒込みです。期末までに、対前年⽐で9割程度までの回復を想定しています。
収益悪化に伴い、⼤規模なコストダウンを上期に引き続き、実⾏していきます。

店舗事業は、前年⽐で約4割の減収⾒込みです。市場は緩やかに回復し、段階的に期末までに、対前年⽐ 8割程度までの
回復を想定しています。なお、店舗営業継続の基準を設け、不採算店舗については基準に照らして閉店を実施してまいります。
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ドミノ事業の第２四半期の売上収益は173億円、ポンドベースの伸び率では、前年⽐ プラス3.2％の増収となりました。

地域別では、コロナ影響を受けて、第1四半期での需要が低調であった欧州もゆるやかな回復基調にあります。
アメリカ、中国が好調であり、インドについてはQ1の反動増もあり回復基調です。

製品本体は、デジタル印刷機（DP）は需要は弱いもののコーディング・マーキング機器（C&M）は堅調であり、
消耗品は、デジタル印刷機（DP）、コーディングマーキング機器（C&M）ともに堅調に推移しています。

利益については、増収の効果に加え販管費の減少により、事業セグメント利益は16億円と増益となりました。
為替差損の影響があるものの、営業利益は12億円と増益となりました。

通期については、上期の想定を上回る堅調さを加味し、売上・利益とも⾒通しを引き上げます。
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2020年9⽉末にブラザー製のインクジェットプリントヘッドを搭載したデジタルラベル印刷機「N730i」を発売しました。

ブラザーとドミノの協業は、ドミノ社買収当時（2015年）から⽬指していたシナジーであり、両社の知⾒を⽣かしながら
新製品の開発を⾏ってきました。今後もグループ⼀体となり、DP（デジタル印刷機）事業、更には、産業⽤印刷領域の
発展を⽬指します。

◆ご参考︓
製品紹介サイト（案内動画付き）
https://www.domino-printing.com/en/products/digital-colour-label-press/n730i



32


